
小手先の対策で消費増税の矛盾は

解消せず、庶民負担増は隠せない

■
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の

引
き
上
げ
に
伴
う
関
係
条
例
の

整
備
に
関
す
る
条
例
の
制
定

　

第
１
の
理
由
。
一
般
の
商
品
や
サ
ー
ビ
ス

の
ほ
と
ん
ど
が
大
き
く
値
上
が
り
す
る
こ
と

に
加
え
て
、
自
治
体
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
多

く
に
１
０
％
の
消
費
税
が
課
さ
れ
れ
ば
、
市

民
の
生
活
に
は
さ
ら
に
大
き
な
ダ
メ
ー
ジ
と

な
る
こ
と
必
至
で
す
。

　

第
２
に
、
増
税
分
を
自
治
体
の
使
用
料
や

手
数
料
に
上
乗
せ
す
る
事
は
理
屈
の
上
で
も

成
り
立
ち
ま
せ
ん
。
こ
の
こ
と
は
、
私
だ
け

で
は
な
く
、
実
は
財
務
省
や
国
税
庁
自
身
が
、

理
屈
と
し
て
は
語
っ
て
き
た
こ
と
で
す
。

　

２
０
１
９
年
６
月
に
国
税
庁
が
発
行
し
た

『
国
、
地
方
公
共
団
体
や
公
共
・
公
益
法
人

等
と
消
費
税
』
と
い
う
文
書
の
中
で
次
の
よ

う
に
は
っ
き
り
と
書
か
れ
て
い
ま
す
。

　

「
国
、
地
方
公
共
団
体
、
公
共
・
公
益
法

人
等
は
、
本
来
、
市
場
経
済
の
法
則
が
成
り

立
た
な
い
事
業
を

行
っ
て
い
る
こ
と

が
多
く
、
通
常
は

租
税
、
補
助
金
、

会
費
、
寄
付
金
等

の
対
価
性
の
な
い

（
他
人
に
財
産
や
労

働
を
提
供
し
て
そ

れ
と
引
き
換
え
に

④ ①

流山市議会事務局　〒 270-0192　流山市平和台 1-1-1　 04-7150-6099

阿部はるまさ 市政報告
2019 年夏号の
流山市議会
社民党

受
け
取
る
報
酬
で
は
な
い
―
阿
部
）
収

入
を
恒
常
的
な
財
源
と
し
て
い
る
実
態

に
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
対
価
性
の

な
い
収
入
に
よ
っ
て
支
払
わ
れ
る
課
税

仕
入
れ
等
は
、
課
税
売
上
の
コ
ス
ト
を

構
成
し
な
い
、
い
わ
ば
最
終
消
費
的
な

性
格
を
持
つ
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
」。

　

こ
の
国
税
庁
の
主
張
が
正
し
い
と
す

れ
ば
、
自
治
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス

に
対
し
て
、
消
費
税
を
課
す
こ
と
も
、

不
合
理
な
話
し
に
な
る
は
ず
で
す
。
何

故
な
ら
ば
、
自
治
体
に
よ
る
市
場
か
ら

の
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・
調
達
が
、

租
税
や
補
助
金
な
ど
の
対
価
性
の
な
い

財
源
か
ら
の
購
入
、
コ
ス
ト
の
か
か
っ

て
い
な
い
、
最
終
消
費
だ
、
と
い
う
の

が
真
実
な
ら
ば
、
そ
の
よ
う
に
し
て
調

達
し
た
モ
ノ
や
サ
ー
ビ
ス
を
、
市
民
に

対
し
て
新
た
に
対
価
を
要
求
し
て
提
供

す
る
、
つ
ま
り
「
販
売
」
す
る
こ
と
自

体
が
不
合
理
と
な
る
か
ら
で
す
。

　

自
治
体
の
経
済
行
為
は
最
終
消
費
の

行
為
と
言
っ
た
上
で
、
そ
れ
を
２
つ
に

分
割
し
て
市
民
に
使
用
料
や
消
費
税
を

課
す
と
い
う
で
た
ら
め
。
こ
ん
な
い
い

加
減
な
理
屈
と
政
策
で
、
多
く
の
庶
民

の
暮
ら
し
が
圧
迫
さ
れ
、
翻
弄
さ
れ
る

な
ど
と
い
う
こ
と
は
断
じ
て
認
め
る
わ

け
に
は
い
き
ま
せ
ん
。

　
　
　
　
　
　

反
対
５　

賛
成
２
２

うですが、プレミアム

分が生活必需品などに

支出されるならば、本

来は自前の現金で購買

されるべきものが商品

券のプレミアム部分で

代替されるにすぎず、

消費が増えることには

なりません。とりわけ

現在のような生活不安、将来不安が高まっている経済

環境下ではそうなるのは必然です。

　さらに言えば、この施策が対象とする住民税非課税

世帯、低年金世帯などには、そもそも前払いの 4,000

円なり 20,000 円を支出することが困難な世帯も多く、

これら世帯の救済には役立たないことも明らかです。

　未婚の児童扶養手当受給者への特別給付金、プレミ

アム付き商品券は、こうした様々な限界を持っていま

す。というよりもむしろ、消費税の増税が生じさせる

矛盾を取り繕う策以上ではなく、そうであるが故の自

己矛盾を引き起こしていると言わざるを得ません。

　　　　　　　　　　　　　　　反対 5　賛成 22

■ 2019 年度流山市一般会計補正予算（第 1 号）

　おおたかの森駅の自転車駐輪場の整備、公職選挙に

おける投票所の投票管理者などの報酬の引き上げ、学

校用地の取得事業にかかる補正など、必要と見なすべ

き部分もあります。

　しかし、間違った国策としか言いようがない消費税

の増税、その矛盾を取り繕うための施策、未婚の児童

扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金、そしてプ

レミアム付き商品券の導入などに関連した補正予算が

計上されている点は、看過できません。

　未婚の児童扶養手当について言えば、未婚でない者

の児童扶養手当も含めてですが、そもそもが低額に過

ぎるのであって、今回の臨時・特別給付金の支給程度

で、子育て世代、とりわけ貧困に苦しむ家庭が救われ

るというものではありません。

　プレミアム付き商品券は、誕生日がたった 1 日の違

いで、ということは生まれた時間の 1 分 1 秒違いで、

申請できる者と出来ないものと明暗が分かれることに

なってしまうなど、不合理は否めません。

　この政策は、消費の拡大波及効果も期待しているよ

反
対

反対
使
用
料
な
ど
へ
の
課
税
は
財
務

省
・
国
税
庁
の
主
張
と
も
矛
盾

　第 2回定例市議会に提案された議案のうち、阿部治正が反対討論を行った議案 2つについて、討論要旨を掲載します。
いずれも、10月に予定されている消費税の増税を前提にした議案であり、市民に理不尽な負担を押しつけるものです。

５
年
１
０
ヶ
月
間
、
平
日
は
毎
朝
（
出
張
な
ど
で
市
内
に
い
な
い

日
を
除
き
）
駅
頭
に
立
ち
市
政
報
告
を
し
て
い
ま
す
。

opp
ose

!

中高年の「ひきこもり」問題

op
po

se!

第２回

定例会

の報告

長
期
化
す
る
ひ
き
こ
も
り
・
教
師
の
体
罰
・
消
費
増
税
な
ど

「
市
民
の
声
、

市
政
に
届
け
」
と
質
問
し
討
論

消費増税は弱い者いじめ

不況期のリストラ・就職難が背景に

３０年後

自己責任！

　なまけ者！

背景を知ら

ない偏見

ですっ

ていねいな
相談

必要なら
訪問

安心して
参加できる

居場所
　づくり

ていねいで
きめ細かな
就労支援

月収 150万円　　　　150万円　　　15

買い物 30万円　　　消費税 3万円　0.3

月収 15万円　　　　　15万円　　　　15

買い物 10万円　　　消費税 1万円　　　　1　

1：0.3
所得に占める
消費税の割合

市は税金などを元手
に、対価なし、コスト
かけず、最終消費とし
て買いました

（財務省・国税庁の見解）

なのに、市民に有料で、
しかも消費税を取って
利用させるのは、経済
的におかしな行為です！

（財務省・国税庁の大矛盾）

建
物

公
務
労
働
力

備
品
等
々

税
金
と

使
用
料
の

二
重
取
り
じ
ゃ
ん

1

2

3 2

1

就職氷河期

プレミアム付き商品券など

低
所
得
者
対
策
で
す
。
エ
ヘ
ン

４千円で５千円分の
買い物が出来ますよ

その４千
円が出せ
ないの

使
用
料

手
数
料
を

値
上
げ
し
ま
す

え
～
っ

長
期
の
無
業

　
「
ひ
き
こ
も
り
」



（１）日本は、子どもへの「あらゆる形態の身体

的若しくは精神的な暴力、傷害若しくは虐待、

放置若しくは怠慢な取扱い、不当な取扱い又は

搾取」から子どもを保護する必要を謳った「児

童の権利に関する条約」を批准しています。学

校教育法も体罰を厳に禁止しています。にも関

わらず、学校において教職員による児童生徒に

対する暴力や

体罰等がしば

しば発生しま

す。これを無

くすためには

何 が 必 要 か。

起 こ っ て し

まった場合の

対策はどうあ

るべきか、質

問しました。

ア　流山市内における教職員に
よる児童生徒への暴力や体罰

　これは間違った考えですが、教育界では「体

罰」はあくまでも教育目的、生徒児童の「悪い

行為を懲らしめるための罰」と理解されていま

す。加えて、児童生徒の側に何らかの「悪い行為」

が見られなくても行われている純然たる暴力の

ケースもあります。

イ　暴力や体罰が起きる背景は

①学校あるいは教室という空間の中では、権力

的関係が半ば必然的に生じることへの反省が必

要。教師は教え指導する立場、相手は子ども。

しかも義務教育であり、親は義務として子ども

を学校に行かせ、子どもは教室に入らなければ

ならない。教室などは普通は他の大人がいない

か、少ない密室。力関係は教員が圧倒的に強い。

教員は組織によって守られている。このことは

子どもとの間で権力関係が発生する条件となり

ます。この事への強い自覚や自戒が必要です。

②また一般社会の体罰や暴力に対する寛容も問

題で、その払拭が必要です。暴力に「教育目的」

　従って、施策としては、「引きこもり」等に対

する社会的な周知をはかり、普通のこと、本人の

責任ではないのだと受けとめられる取り組み。支

援を受ける権利やそれに応える取り組みを当然

のこととしていく行政や市民の活動が重要です。

        

ウ　当事者に寄り添いニーズに的
確に応えるための具体的な施策を

　これまで私は、議会で貧困問題を何度も取り

上げて、生活困窮者自立支援法の積極的活用と

改善を訴えてきました。厚労省の支援プランな

どが具体的に出されたことも踏まえ、流山市と

しての今後の取組について以下の提案をします。

      
①厚労省支援プランが謳う、「ひきこもり地域支

援センター」や「地域若者サポートステーション」

「ハローワーク」との連携を進める。

②流山市内に限らず、様々なＮＰＯ、支援団体

が活動をしており、そうした団体と連携をする。

　国の施策の中で、地域・自治体が実際に使っ

て効果がありそうな施策の活用を図る。地域の

中で先駆的で先進的な取組を行っている様々な

団体と連携をする。

　逆に言えば、国の「骨太方針」が強調する就

職支援策に一面化しないことも大事。もともと、

安定した雇用と報酬の仕事が減っている中での

就職支援や正規職員化には、並行して解決しな

ければならない課題が大変に多い。受け皿企業

に対し、厚労省のプランや骨太方針などのレベ

ルを越えて、より強く迫っていくことが不可欠。

　同時に、様々な要因が複雑に絡んで、当事者

でさえ抱えている問題がどういう問題なのか分

かりにくく、自力で解決策に辿り着けないケー

スが多い。だからこそ、丁寧で息の長い、個別

の対応、福祉的対応や、多様な居場所・活躍の

場作りなどソフ

ト面の対応も重

要。いざという

ときの生活保障

にも政治の力が

大きく発揮され

る必要がある。

（１）その人が就職などで社会に出る時期と「就

職氷河期」とが重なってしまった人たちなどが

陥っている、長期失業、経済的困窮、社会的孤立、

心身の疾病等の、「８０５０問題」が関心を集

めています。政府の発表では 40歳から 64歳で

「引きこもり」とされる人は 61万 3,000 人、15

歳から 39歳の 54万 1,000 人より多いことが明

らかになりました。何よりも当事者とその家族

のニーズ

が重視さ

れ、それ

に応える

施策が求

められて

います。

ア　「８０５０」問題や「引きこもり」
問題を生じさせた社会的背景

　ひとつは、９０年代半ばからの十年間の不況、

その前後における就職が極めて困難な状況。そ

の後も続く不安定雇用。職歴、キャリア形成の

機会の喪失。

　ふたつには、そうした人々に対する有効な支

援策、社会保障や社会福祉施策の不備など。

イ　当事者や家族に対する社会的
偏見や差別を生じさせない配慮を

　立て続けに痛ましい事件が発生しました。「拡

大自殺」などという言葉も飛び交いました。し

かし、こうした事件と「引きこもり」を短絡的

に結びつける議論は間違っています。

　「引きこもり」はこうした事件の原因ではなく、

あえて言うなら、社会的に孤立し、支援がなく

放置されていく人々が多くなれば、悲しい事件

の背景になり得るということ。つまり、より根

本的な原因は、長期の無業者など、社会的に孤

立しがちな人々に対する、社会的無関心と支援

の圧倒的不足にあります。

③②

て
い
ね
い
な
相
談
、
居
場
所
作
り
、
生
活
支
援
な
ど
の
充
実
を

子
ど
も
へ
の
権
力
的
関
係
が
生
じ
や
す
い
こ
と
の
自
覚
と
自
戒
を

本人・家族に寄り添った施策を
8050（はちまるごうまる）問題をどうするか

学校での暴力なくし子どもが安心できる場に

●長期引きこもりに対する

流山市の対応について

体罰・暴力は野蛮な陋習・犯罪です

19年6～7月議会

での阿部治正の

一般質問（要旨）

という羽根飾りがつけられると、ダメだと毅然

として主張しにくい、ひるんでしまうという傾

向です。このことも背景の1つです。

③「体罰の会」という団体があります。「体罰は

教育」「子どもには体罰を受ける権利がある」と

主張する団体です。特殊なマニアックな団体か

と思いきや、メンバーには大政党の幹部、国会

議員、有名人が多く含まれています。つまり、

問題の背景は、かなり深刻だということです。

世の中に残っている、「愛の鞭だ」という言い訳

を無くしていくためには、ねばり強い取組が必

要だという事を示しています。だからこそ、教

師や教育委員会がその先頭に立つべきなのです。

（２）不幸にして暴力や体罰等が発生してしまっ

た場合、どの様な対策が講じられているか。

ア　加害者等に対する対策は

①これまでの対策でも暴力や体罰が発生してい

るとすれば、教育研修の見直し、特に子どもの

人権についての理解の徹底が必要です。

②職場における連携・支援などの体制作りを。

　　　

イ　被害者等に対する対策は

①何よりも重要なのは、被害者に対する対策。

先ずは、加害者と学校・教委の側からの真摯な

謝罪、再発防止策の説明が必要です。

②被害当事者だけでなく、まわりの児童生徒や

クラスや学校全体、特に暴力や虐待の場面に居

合わせた他の児童生徒も被害者という理解の上

でのケアが重要です。

③積極的に公表することは大事。どうしても逃げ

腰になってしまいますが、そういう誘惑に負けな

いことが大事。たとえ厳しい社会的批判や糾弾が

生じたとしても、それはある意味当然で、必要

なことですらあります。そうでなくても、「隠蔽

体質」という指摘があるのですからなおさらです。

厳しい批判も

真摯に受けと

めて、むしろ

再発防止のエ

ネルギーに転

換していくべ

きなのです。

●教師による子どもへの暴

力や体罰について

笑
顔
が
一
番


